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第１３ 給油取扱所 

（危政令第１７条） 

１ 区分等 

給油取扱所は、施設の形態に応じ、技術上の基準の適用が法令上、次のように区分さ
れる。 

第13－1 表 各種の給油取扱所に適用される基準 
 

区          分 危  政  令 危  規  則 

屋外給油取扱所 17条1項 

25条、25条の2、25条の2
の2、25条の3、25条の3
の2、25条の4、25条の4
の2、25条の5 

 

航空機給油取扱所 17条1項＋3項 26条 

船舶給油取扱所 17条1項＋3項 26条の2 

鉄道給油取扱所 17条1項＋3項 27条 

圧縮天然ガス等充塡設備設置給油取扱所 17条1項＋3項 27条の3 

圧縮水素充塡設備設置給油取扱所 17条1項＋3項 27条の5 

自家用給油取扱所 17条1項＋3項 28条3項 

 
圧縮天然ガス等充塡設備設置給油取扱所 17条1項＋3項 28条4項 

圧縮水素充塡設備設置給油取扱所 17条1項＋3項 28条5項 

メタノール等及びエタノール等の給油取扱所 17条1項＋4項 28条の2 

 

圧縮天然ガス等充塡設備設置給油取扱所 17条1項＋3項＋4項 28条の2の3 

圧縮水素充塡設備設置給油取扱所 17条1項＋3項＋4項 28条の2の3 

自家用給油取扱所 17条1項＋3項＋4項 28条の2の3 

セルフ給油取扱所 17条1項＋5項 28条の2の5 

 

圧縮天然ガス等充塡設備設置給油取扱所 17条1項＋3項＋5項 28条の2の7 

圧縮水素充塡設備設置給油取扱所 17条1項＋3項＋5項 28条の2の7 

自家用給油取扱所 17条1項＋3項＋5項 28条の2の7 

エタノール等の給油取扱所 17条1項＋4項＋5項 28条の2の8 

 

 

 

圧縮天然ガス等充塡設備設置給油取扱所 17条1項＋3項＋4項＋5項 28条の2の8 

圧縮水素充塡設備設置給油取扱所 17条1項＋3項＋4項＋5項 28条の2の8 

自家用給油取扱所 17条1項＋3項＋4項＋5項 28条の2の8 

屋内給油取扱所 17条2項 
25条の6、25条の7、25条
の8、25条の9、25条の10 

 

航空機給油取扱所 17条2項＋3項 26条 

船舶給油取扱所 17条2項＋3項 26条の2 

鉄道給油取扱所 17条2項＋3項 27条 

圧縮天然ガス等充塡設備設置給油取扱所 17条2項＋3項 27条の4 

自家用給油取扱所 17条2項＋3項 28条 

 圧縮天然ガス等充塡設備設置給油取扱所 17条2項＋3項 28条 
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メタノール等及びエタノール等の給油取扱所 17条2項＋4項 28条の2の2 

 
圧縮天然ガス等充塡設備設置給油取扱所 17条2項＋3項＋4項 28条の2の3 

自家用給油取扱所 17条2項＋3項＋4項 28条の2の3 

セルフ給油取扱所 17条2項＋5項 28条の2の6 

 

圧縮天然ガス等充塡設備設置給油取扱所 17条2項＋3項＋5項 28条の2の7 

自家用給油取扱所 17条2項＋3項１＋5項 28条の2の7 

エタノール等の給油取扱所 17条2項＋4項＋5項 28条の2の8 

 
圧縮天然ガス等充塡設備設置給油取扱所 17条2項＋3項＋4項＋5項 28条の2の8 

自家用給油取扱所 17条2項＋3項＋4項＋5項 28条の2の8 

 

２ 規制範囲 

給油取扱所とは、給油設備によって自動車等の燃料タンクに直接給油するために危険物

を取り扱う取扱所（当該取扱所において、併せて灯油若しくは軽油を容器に詰替え、又は

車両に固定された容量4,000リットル以下のタンク（容量2,000リットルを超えるタンクに

あっては、その内部を2,000リットル以下ごとに仕切ったものに限る。）に注入するため固

定した注油設備によって危険物を取り扱う取扱所を含む。）をいい、専用タンク、廃油タ

ンク等及び簡易貯蔵タンクを含む。 

 

３ 許可数量の算定 

⑴ 専用タンク、廃油タンク等及び簡易タンクごとに、危規則第２条のタンクの内容積の計

算方法及び危規則第３条のタンクの空間容積の計算方法により最大取扱数量を算定し、そ

の容量の合計により算定する。 

⑵ ⑴以外の危険物の貯蔵又は取扱いについては、耐火構造（開口部を設ける場合は常時閉

鎖状態を保持し、直接手で開くことができ、かつ、自動的に閉鎖する（以下「常時閉鎖式」

という。）特定防火設備を設置する。）の床若しくは壁で区画された屋内の部分ごと又は

屋外において、それぞれ指定数量未満である場合に限り認められるものであり、この場合

にあっては、許可数量の算定から除外して差し支えない。 

 

４ 位置、構造及び設備の基準 

⑴ 給油取扱所の敷地面積は、次により算定する。 

ア 給油取扱所の用に供する部分の防火塀の外側（建築物の壁が防火塀を兼ねる場合に

あってはその外側）と道路境界線で囲まれた部分 

イ 給油取扱所が建築物内にある場合は、建築物の壁の外側と道路境界線で囲まれた部分 

⑵ 危険物の取扱量等 

ア 給油取扱所における危険物の最大取扱数量は、危政令第17条第１項第７号に規定する

専用タンク、廃油タンク（廃油タンクのほか、給湯用ボイラー、冷暖房用ボイラー、自

家発電設備等に直接接続する地下タンクを含む。）及び簡易タンクの容量の合計により

算定する。【昭62.4.28 消防危第38号通知】この場合において、廃油は、第３石油類と
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して算出する。 

イ 給油取扱所においては、容器内にある危険物の数量の合計を常時指定数量未満とする。

【昭62.4.28 消防危第38号通知】 

ウ 危政令第17条第１項第22号に規定する給油取扱所の業務を行うために必要な設備等に

収納されている危険物の数量の合計（専用タンク、廃油タンク等及び簡易タンク並びに

固定給油設備及び固定注油設備内にある危険物並びに容器内にある危険物以外の危険物

の数量の合計）は常時指定数量未満とする。【昭62.4.28 消防危第38号通知】 

エ 航空機給油取扱所、船舶給油取扱所又は鉄道給油取扱所のうち、専用タンクを設ける

ことなく、別に設置許可を受けた貯蔵タンクから、給油設備によって航空機等の燃料タ

ンクに直接給油する給油取扱所は、実際に取り扱う１日の最大数量とする。 

⑶ 火気使用設備等 

ア 燃料タンク 

(ｱ) 給湯用ボイラー又は冷暖房用ボイラーへの灯油の供給は、専用タンクから行うこと

ができる。【昭62.4.28 消防危第38号通知】この場合、サービスタンク等（以下「燃

料タンク」という。）を設ける場合は、燃料タンクの容量の合計は指定数量未満とす

る。 

(ｲ) 燃料タンクは、給油取扱所専用のものとし、当該タンクから給油取扱所以外への燃

料供給は認められない。【昭62.6.17 消防危第60号質疑】 

(ｳ) 燃料タンクの容量は指定数量の５分の１未満とすること。◆ 

(ｴ) 燃料タンクの位置、構造及び設備は、条例に定める技術上の基準の例による。 

イ ボイラー室等 

(ｱ) ボイラー室の構造 

ａ 可燃性蒸気の流入するおそれのない構造とする。 

ｂ 耐火構造で造った専用室とする。◆ 

(ｲ) 火気使用設備 

ボイラー、ストーブ、調理用コンロ等の火気使用設備については、条例に定める技

術上の基準の例による。【昭62.4.28 消防危第38号通知】 

⑷ 換気口等 

ア 建築物の外壁又は工作物の外側に設ける換気口及び火気設備の排気筒等は、給油空

地又は注油空地に面していない外壁等に、地盤面から２メートル以上の高さに設ける

こと。◆ 

イ 建築物の外壁又は工作物の外側に設ける換気口には、防火上有効にダンパーを設け

る。◆ 

⑸ 可燃性蒸気回収装置 

可燃性蒸気回収装置は、外気に開放された部分に設置する。 

⑹ 通気管先端部を上屋上に設ける場合 

上屋上に可燃性蒸気が滞留しない構造とする。 

⑺ 凍結防止措置 

小排水溝及び油分離装置には、凍結防止のためヒーティング等の措置を講ずること。◆ 

⑻ 屋外給油取扱所 

⑴から⑺によるほか、次による。 
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ア 上屋等の空地に対する比率の算定（第13－１図参照） 

(ｱ) 危規則第25条の６に規定する上屋等の算定方法は次のとおりである。 

 Ⅰ 

 

 

                 － 

 

 

 ＝ 

  

 Ⅱ 

 

              －      ＝  

 

               

           ③ 

 ※ Ⅰ及びⅡから      ≦ １／３ (屋外給油取扱所の例) 

            ⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第13－１図 上屋等の空地に対する比率の算定 

 

(ｲ) 屋根部分にルーバーを設ける場合は、その空間部分も含めて水平投影面積に算入す

る。 

(ｳ) 次に掲げる部分は、水平投影面積に算入する。【平元.5.10 消防危第44号質疑】 

ａ 建築物のひさし 

ｂ はり 

ｃ 屋外階段 

ｄ 上階のオーバーハング部分 

ｅ トラス 

※ はり及びトラスについては、これらの本体部分の面積のみを算入する。  

イ 給油空地 【平18.5.10 消防危第113号通知、昭45.5.4 消防危第81号質疑、平元.5.

10 消防危第44号通知】 

(ｱ) 給油空地は、固定給油設備の配置、給油を受ける自動車等の大きさ、車両の動線等

を考慮して判断するが、間口10メートル以上、奥行６メートル以上の矩形部分が含ま

①建築物の給油取扱所の用に 

供する部分の水平投影面積 

③上屋（キャノピー）面積 

 （建築物のひさしを含む） 

④給油取扱所の敷地面積 ② ⑤敷地内の空地面積 

②建築物の給油取扱所の用に供する部分（床又は

壁で区画された部分に限る。）の１階の床面積 

販売室、店舗、整備室、洗車室、住居・本店事

務所等 
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れている必要があること。 

また、この矩形部分は道路境界線に接し、固定給油設備を包含するように保有され

ている必要があること。（第13－２図参照） 

(ｲ) 危規則第24条の14第２号に規定する「安全かつ円滑に通行することができる」こと

として、すれ違い時の車両間に十分な間隔が確保される必要があること。 

(ｳ) 危規則第24条の14第３号に規定する「安全かつ円滑に給油を受けることができる広

さ」として、自動車等を包含するように保有されている必要があり、かつ、自動車等

の周囲に給油作業等に必要と考えられる十分な空間が確保されている必要があること。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第13－２図 給油空地の例 

 

(ｴ) (ｱ)に掲げる間口に面する出入口は、連続して10メートル以上であること。 

なお、ガードレール等が設けられている場合で出入口が分割して設けられる場合に

は、幅５メートル以上の出入口が２箇所以上必要となり、間口の前面にとらなければ

ならない。この場合は、危政令第23条を適用し認めて差し支えない。（第13－３図参

照） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

第13－３図 出入口を分割して設置する場合の例 
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(ｵ) 歩道を切り下げて出入口を確保する場合は、当該幅は５メートル以上とする。 

（第13－４図参照） 

 

 

 

 

 

第13－４図 歩道切り下げ図 

 

(ｶ) 給油取扱所に接する歩道又は自転車道（以下「歩道等」という。）の新たな整備や

既存の歩道等の拡幅の状況により、給油取扱所の間口と乗り入れ部が同一のものとし

て確保できなくなる場合において、第13－５図の例に示す給油空地について、危政令

第23条を適用し認めて差し支えない。 
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第13－５図  給油空地の例示 

   

(ｷ) 給油空地の範囲は、許可申請書の添付書類において明示すること。 

ウ 注油空地【平18.5.10 消防危第113号通知、平元.5.10 消防危第44号通知】 

(ｱ) 固定注油設備の配置、容器の置き場、注油を受けるためのタンクを固定した車両

（移動タンク貯蔵所及び指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンクを固

定した車両（以下この項及び次項において「移動タンク貯蔵所等」という。））の

停車位置を考慮して判断する。 

(ｲ) 危規則第24条の15第１号に規定する「安全かつ円滑に詰め替えることができる広

さ」として、容器（容器を安全に置くための台等を設ける場合は当該台等）及び固

定注油設備を包含するように保有されている必要があり、概ね２メートル×２メー

トル以上の空地とすること。 

(ｳ) 危規則第24条の15第２号に規定する「安全かつ円滑に注入することができる広さ」

として、移動タンク貯蔵所等及び固定注油設備を包含するように保有されており、

かつ、移動タンク貯蔵所等の周囲に注油作業時に必要と考えられる十分な空間が確

保されている必要があり、概ね４メートル×６メートル以上の空地とすること。 

(ｴ) 注油空地の範囲は、許可申請書の添付書類において明示すること。 

エ 給油空地及び注油空地の舗装 

(ｱ) 危規則第24条の16第２号に規定する「当該給油取扱所において想定される自動車等」

とは、給油を受けるために給油取扱所に乗り入れる車両、注油のために乗り入れる移

動タンク貯蔵所等、荷卸しのために乗り入れる移動タンク貯蔵所等、当該給油取扱所

に乗り入れる可能性があるすべての車両をいう。【平18.5.10 消防危第113号通知】 

(ｲ) 地盤面舗装材料は、準不燃材料（ＪＩＳ難燃２級）以上のもので、耐油性、車両荷

重に対する強度、排水性が確保されるものである。【昭59.8.22 消防危第91号質疑】 

(ｳ) 給油取扱所の地盤面は、上部荷重に対する耐久性、クラックの防止等から鉄筋コン

クリートとする。◆ 

なお、埋設配管が地盤面を貫通する場合は、コンクリート内の鉄筋と配管を接触

させないこと。 

オ 滞留・流出防止措置【平18.5.10 消防危第113号通知、平18.9.19 消防危第191号質疑】 

(ｱ) 可燃性蒸気の滞留防止措置 
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ａ 給油空地又は注油空地からこれら空地に近い道路側へ可燃性蒸気が排出されること。 

ｂ 当該性能については、排出設備等の設備を設けてこれを運転することによることで

はなく、空地の地盤面を周囲より高くし、かつ、傾斜を付ける等により給油取扱所の

構造で確保することが必要である。 

(ｲ) 漏れた危険物の滞留防止措置 

給油空地又は注油空地内に存するいずれの固定給油設備又は固定注油設備から危険物が

漏れた場合においても、漏えいした危険物が空地内に滞留しないこと。この例としては空

地の地盤面を周囲より高くし、かつ、傾斜を付ける措置が挙げられる。 

(ｳ) 危険物の流出防止措置（第13－６図参照） 

ａ 収容 

(a) 給油空地又は注油空地に存するいずれの固定給油設備又は固定注油設備から

危険物が漏れた場合においても、当該危険物が給油取扱所の外部に流出するこ

とがなく、いずれかの貯留設備に収容されること。例としては、排水溝及び油

分離装置を設けることが挙げられ、この場合は、別添１－７「滞留及び流出を

防止する設備例」によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第13－６図 貯留設備の設置例 

 

(b) 危規則第24条の17第２号に規定する「火災予防上安全な場所」とは、給油空

地等、注入口の周囲及び附随設備が設置されている場所以外の部分で車両や人

の出入り及び避難の支障とならない部分であること。 

ｂ 貯留設備からの流出防止 

貯留設備に収容された危険物は外部に流出しないことが必要であり、貯留設備が対

象とする危険物の種類に応じて次のとおりとされていることが必要である。 

(a) 水に溶けない危険物を収容する貯留設備 

危険物と雨水等が分離され、雨水等のみが給油取扱所外に排出されること。 
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(b) (a)以外の貯留設備 

流入する雨水等により収容された危険物が流出しない性能を有する必要があるが、

このための措置としては次のものが考えられる。 

なお、油と水の比重差を利用した一般的な油分離装置のみを設けることでは当該

性能を有しているとは考えられないこと。 

① 貯留設備に降雨等の水が流入しない構造とする。 

② 降雨等の水も併せて収容することができる大容量の貯留設備を設ける。 

(ｴ) 周囲の地盤面との関係(第13－７図参照)【昭44.11.25 消防危第276号質疑】 

給油取扱所の周囲の地盤面が、道路の改修等（かさ上げ）のため、危政令第17条第

１項第２号に規定する「給油空地」及び同項第３号に規定する「注油空地」よりも高

くなり、同項第５号の規定に適合しなくなる場合は、次に掲げる措置を講ずることに

より、同項第５号の規定に適合するものとみなすことができる。 

ａ かさ上げ道路と給油取扱所の境界との差が60センチメートル以下とする。 

ｂ 当該境界部分の高低差を埋める盛り上げ部分が、固定給油設備の基礎（通称

「アイランド」という。）の道路に面する側から２メートル以上の距離をとる。 

ｃ 盛り上げの勾配が５分の２以下とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第13－７図 周囲の地盤面との関係 

 

カ 標識、掲示板 

第５「製造所」４⑶の例によるほか、危規則第18条第１項６号に規定する「給油中エ

ンジン停止」と表示した掲示板を設けること。 

キ 専用タンク 

固定注油設備に簡易タンクを接続することについて、次の事項に適合しているときは、

危政令第23条を適用のうえ設置して差し支えない。【平21.11.27 消防危第204号質疑】 

(ｱ) 屋外給油取扱所（航空機給油取扱所、船舶給油取扱所及び鉄道給油取扱所を除く。）

であること。 

(ｲ) 防火地域及び準防火地域以外の地域であること。 

(ｳ) 給油取扱所には、固定給油設備及び固定注油設備に接続する簡易タンクが、その取

り扱う同一品質の危険物ごとに１個ずつ３個までであること。 

(ｴ) 簡易タンクの容量は、600リットル以下であること。 

(ｵ) 簡易タンクの構造及び設備は、危政令第14条第４号及び第６号から第８号に掲げる

簡易タンク貯蔵所の構造及び設備の規定によること。 
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ク 配管 

(ｱ) 危険物を取り扱う配管で地盤面以上に設けるものは、衝撃により容易に損傷を受け

ることのないよう防護措置を講じる。◆ 

(ｲ) 地上に設ける配管であって、点検困難な場所又は屋上に設ける配管の接合部は、溶

接継手とする。◆ 

(ｳ) 危険物を取り扱う配管が上屋の上部若しくは内部に設けられ、又は給油空地に面し

ていない外壁に沿って敷設されているものは、危規則第13条の５第２号に規定する

「ただし、火災によって当該支持物が変形するおそれのない場合」に該当するものと

することができる。 

(ｴ) 危険物を取り扱う配管で、上屋上部等の配管の防食は、高濃度亜鉛塗料、エポキシ

塗料等により行うものであること。配管の遮熱にあっては、遮熱板又は断熱被覆等に

より行うものとし、断熱被覆を行う場合は、当該被覆外面に耐候性防水テープ等によ

る防水措置を行う。◆ 

(ｵ) 危険物を取り扱う配管が上屋内部に設けられるものにあっては、有効に目視できる

点検口を設ける。◆  

ケ 固定給油設備等 

(ｱ) 固定給油設備等の位置（第13－８図参照） 

ａ 固定給油設備等の位置は、固定給油設備等本体の中心を起点として、各境界線等

までの離隔距離を保つ。【昭62.4.28 消防危第38号通知】 

ｂ 道路境界線までの距離は、小排水溝の外側までの距離とする。◆ 

ｃ 危政令第17条第１項第12号又は第13号に規定する固定給油設備等は、道路境界線

に塀又は壁を設けた場合はそれぞれ２メートル又は１メートル以上とすることがで

きる。この場合において、道路境界線に設ける塀又は壁は、固定給油設備等との間

に最大給油ホース全長及び最大注油ホース全長に応じた道路境界線との離隔距離以

上の間隔を確保できる部分まで設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第13－８図 道路境界線に塀又は壁を設けた場合の固定給油設備等の設置例 

 

ｄ 給油ホース又は注油ホース（以下「給油ホース等」という。）の取付部が移動す

る固定給油設備等については、給油ホース等を道路境界線、敷地境界線及び建築物

の壁に最も接近させた状態において、当該取付部が危政令第17条第１項第12号又は

第13号に規定する間隔（給油ホースについては、自動車等の洗浄を行う設備、自動
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車等の点検整備を行う設備から危規則第25条の５第２項第１号及び第２号に規定す

る間隔）をそれぞれ確保する。 

ｅ 二以上の固定給油設備相互間又は固定注油設備相互間の距離規制はないものであ

る。【昭62.4.28 消防危第38号通知】 

(ｲ) 固定給油設備等の構造等【平5.9.2 消防危第68号通知】 

ａ ポンプ機器の構造 

(a) 一のポンプに複数の給油ホース等が接続されている場合には、各給油ホース等

から吐出される最大の量をもって当該ポンプの最大吐出量とするものである。 

(b) 最大吐出量を毎分180リットル以下とすることができるのは、固定注油設備が

複数のポンプを有する場合において、車両に固定されたタンクにその上部から注

入する用のみに供する注油ホースに接続されているポンプ機器に限られる。 

(c) 固定給油設備等のポンプ機器として油中ポンプ機器を用いる場合には、ポンプ

機器を停止する措置として、ホース機器に取り付けられた姿勢検知装置がホース

機器の傾きを検知した場合にポンプ機器の回路を遮断する方法等による措置が講

じられているものである。 

なお、ホース機器が給油取扱所の建築物の屋根に固定されている等転倒するお

それのないものである場合には、当該措置は必要ない。 

(d) 固定給油設備等の内部のポンプ吐出配管部には、ポンプ吐出側の圧力が最大常

用圧力を超えて上昇した場合に配管内の圧力を自動的に降下させる装置が設けら

れているものである。ただし、固定給油設備等の外部の配管部に配管内の圧力上

昇時に危険物を自動的に専用タンクに戻すことのできる装置を設ける場合には、

当該装置を設ける必要はない。 

ｂ ホース機器の構造 

(a) 著しい引張力が加わったときに給油ホース等の破断による危険物の漏れを防止

する措置としては、緊急離脱カプラー又は給油、注入若しくは詰替えを自動的に

停止する装置を設ける。緊急離脱カプラーは、通常の使用時における荷重等では

分離しないが、自動車等の給油口に給油ノズルを差して発進した場合等には安全

に分離し、分離した部分の双方（固定給油設備側及び給油ノズル側）を弁により

閉鎖する構造のものである。この場合、2,000ニュートン以下の力によって離脱

するものであること。 

なお、緊急離脱カプラーを効果的に機能させるためには、当該カプラーの離脱

直前の引張力が作用しても、ホースの他の部分が破断することなく、かつ、固定

給油設備が当該引張力によって転倒しないよう堅固に固定しておくこと。 

(b) ホース機器に接続される給油ホース等が地盤面に接触しない構造として、給油

ホース等を地盤面に接触させない機能がホース機器本体に講じられ、給油ホース

等が地盤面に接触しないようにゴム製、プラスチック製等のリング、カバーが取

り付けられ、又はプラスチックで被覆された給油ホース等が設けられているもの

である。（第13－９図から第13－11図参照） 
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例１ ホース取出口を高い位置に設ける方法 

 

 

 

 

 

 

 

例２ ホースをバネで上部に上げる方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第13－９図  給油ホース等を接触させない機能 

 

例１ リング 

 

 

 

 

 

 

 

例２ カバー 

 

 

 

 

 

 

 

第13－10図  リング、カバーが取り付けられた給油ホース等 
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第13－11図  プラスチックで被覆された給油ホースの構造（断面） 

 

(c) 危険物の過剰な注入を自動的に防止する構造は、車両に固定されたタンクに

その上部から注入する用に供する固定注油設備のホース機器のうち、最大吐出

量が毎分60リットルを超え毎分180リットル以下のポンプに接続されているもの

が有することとして差し支えない。 

なお、ホース機器に複数の注油ホースが設けられる場合には、車両に固定され

たタンクにその上部から注入する用に供する注油ホースであって最大吐出量が毎

分60リットルを超え 毎分180リットル以下のポンプに接続されているものが対象と

なる。 

① 危険物の過剰な注入を自動的に防止できる構造は、タンク容量に相当する液

面以上の危険物の過剰な注入を自動的に停止できる構造、１回の連続した注入

量が設定値（タンク容量から注入開始時における危険物の残量を減じた量以下

の量であって2,000リットルを超えない量である。）以下に制限される構造等注

入時の危険物の漏れを防止する機能を有するものである。 

② 車両に固定されたタンクにその上部から注入する用に供する注油ホースの直

近には、専ら車両に固定されたタンクに注入する用に供するものである旨の表

示がなされているものである。 

(d) 油中ポンプ機器に接続するホース機器には、当該ホース機器が転倒した場合に

当該ホース機器への危険物の供給を停止する措置として、ホース機器に取り付け

られた姿勢検知装置がホース機器の傾きを検知した場合にホース機器の配管に設

けられた弁を閉鎖する方法等により停止する装置が設けられている。 

なお、ホース機器が給油取扱所の建築物の屋根に固定されている等転倒するお

それのないものである場合には、当該措置は必要ない。 

ｃ 可燃性蒸気流入防止構造【平13.3.30 消防危第43号通知】 

危規則第25条の２第５号に規定する、固定給油設備等において一定の性能を有す

る可燃性蒸気流入防止構造をベーパーバリアといい、次のように分類される。 

(a) ソリッドベーパーバリアとは、気密性を有する間仕切により可燃性蒸気の流入

を防止するものをいう。 

(b) エアーベーパーバリアとは、一定の構造を有する間仕切と通気を有する空間

（エアーギャップ）により可燃性蒸気の流入を防止するものをいう。 

 

ゴムホース（内層） 

補 強 層 

ゴムホース（外層） 

プラスチック被覆 




